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２ 明治学院大学・大学院 

⑴ 事業の概要と主な事業の目的と計画 

  ① 社会学研究科社会福祉学専攻では、2008 年 4 月から大学院博士前期課程修了 3 年制コースを開設す

る。 

  ② 法科大学院の教育充実 

法科大学院は、2007 年度新司法試験 11 名合格の実績を踏まえて、一層の教育の充実を図る。特に実

践的な問題発見・分析・解決能力を養う「リーガル・クリニック」など、明治学院の教育理念に沿った

本格的な臨床法学教育を展開する。   

③ 教学改革の推進 

    全学科別に「教育目標とアドミッションポリシー」を社会に対して示し、「戦略的教学改革プログラ

ム 2006」に基づく中・長期を展望した教学改革を推進する。 

  ④ 学生によるボランティア活動 

文部科学省の 2003 年度「特色ある大学教育支援プログラム」に「大学教育における社会参画体験の

取込と実践 ～ボランティアセンターによる教育支援の試み～」というテーマで選定され 2006 年度まで

にその使命は終了したが、現在はその改善に取組んでいる。 

  ⑤ 国際交流の充実 

⒜ 海外から受け入れる留学生数の増加を実現するための環境整備 

⒝ 海外へ送り出す留学生数の増加と学生の能力向上を実現するためのシステム構築を推進 

  ⑥ キャリアサポート体制の強化 

⑦ 資格取得サポート体制の強化 

⑧ 高大連携の充実 

高大連携は大学のブランド力強化に裨益するため、法学部・社会学部・国際学部で実施している高校

（明治学院、田園調布、舞岡、横浜桜陽、氷取沢）と大学との連携について、制度と教育の一層の充実

を図る。 

⑨ 横浜キャンパスにおける教育環境の整備 

施設の更新による学生の生活環境の向上 

⑩ ブランディング・プロジェクトの推進 

⑪ 校友センター設置にともなう校友サポートシステムの構築 

⑫ 学生の課外活動（スポーツプロジェクト）への支援 

⑬ 学外機関との連携強化 

芝浦工業大学大学連携および大学学外機関との連携推進 

（「みなと環境にやさしい事業者会議」「小諸市」） 

港区との「チャレンジコミュニティ大学」を 2007年 4 月に開校 

⑭ 大学女子学生専用アパートの開設 

⑮ 高輪校地の利用計画に着手 
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⑵ 事業計画の進捗状況 

大学のキリスト教活動は、宗教部が中心となり学内外におけるキリスト教の活動と行事を通して、学

生・教職員に建学の精神を伝達するために行われている。2008 年度は行事の企画立案・実行の一部を学

生協力団体に委ねるなどして、学生の視点に立った諸活動を展開した。その結果、クリスマスや卒業生

歓送礼拝などの特別礼拝への参加者が大幅に増加している。 

①  大学院 

⒜  社会学研究科社会福祉学専攻では、現職ソーシャルワーカーのリカレント教育をサポートするた

め、２００８年４月より大学院博士前期課程修了３年制コースを開設し、現職ソーシャルワーカー1

名の入学者を迎えリカレント教育を開始した。 

⒝ ７研究科１１専攻からなる大学院は、学問への探究心旺盛な学生の養成を目指している。 

② 法科大学院 

⒜ 法科大学院は、2007 年度新司法試験 11 名合格の実績をふまえ、一層の教育の充実をはかった結

果、2008年度には、昨年度実績を上回り、16 名（06 年修了者 1名、07年修了者 8名、08 年修了者

7名）が合格した。 

       ⒝ 専門職業人養成教育にふさわしい本格的な臨床法学教育である「リーガルクリニック」も着々と

効果をあげてきており、「リーガルクリニック」を履修した者からも新司法試験の合格者が出た。 

       ⒞ 最終年次の必修科目について、従来の 2クラスから 4クラス編成とする尐人数教育を採用するこ

とにより、添削の充実などを通して教育効果があがってきており、本学の法曹養成教育の更なる充

実をはかることができた。 

③ 教学改革の推進 
⒜ 2008 年度より、社会学部においてコース制を導入した（社会学科：メディアと文化コース、生命

と身体コース、環境とコミュニティーコース、社会福祉学科：ソーシャルワークコース、福祉開発

コース）。 

⒝ 2010 年度設置を目指し、心理学部教育発達学科（仮称）の新設が学内で承認され、その準備を開

始した。なお、年度末には、国際学部新学科の 2011 年度設置を学内で承認した。 

⒞ 「戦略的教学改革プログラム 2006」については、一部プログラムを継続的に実施し、併せて 2007

年度の報告書をホームページで公開した。 

   ④  ボランティア活動支援と人材育成 

⒜ ボランティア相談情報提供 

年間を通じ、ホームページおよび「ボランティア情報システム（VIS）」の管理・運営を通して、広くボランテ

ィア情報の提供を行った。さらに、月2 回メールマガジンを配信し、学生・教職員にさらにきめ細かな情報提

供を行った。メールマガジンの登録者数は2008 年度末で 416 名（内訳：学生368 名、教職員48 名）であ

り、前年度に比べると155 名増となった。またボランティア情報の提供を希望する外部団体として310 団体

が登録している（2008 年度末現在）。 

⒝  教育プログラム 

「海外ボランティア体験学習プログラム」および「アメリカNPO ボランティア体験学習プログラム」を実施した。

いずれも事前学習、海外でのボランティア体験、事後学習を通して様々の力を養うボランティア体験プログ

ラムとなっている。「海外ボランティア体験学習プログラム」は2008 年 6 月～11 月実施。事前学習を経て夏

休み中にホープカレッジ（アメリカ）へ 2 名を派遣、帰国後11 月に報告会実施。「アメリカNPO ボランティア

体験学習プログラム」は2008 年 12 月～2009 年 5 月実施。事前学習を経て春休み中にサンフランシスコ

およびバークレーへ15 名を派遣、2009 年 5 月に報告会を実施する予定。 

      ⒞ 学生派遣プログラム 

横浜市国際交流協会との共催で「国際機関実務体験プログラム（100 時間以上かつ 15 日間以上のボラ

ンティア活動）」を、夏季および春季休暇中に実施した。派遣先は、国連食糧農業機関（FAO 1 名）、国連

大学高等研究所（UNU-IAS 各季 1 名）、横浜市国際交流協会（YOKE 1 名）、アメリカ・カナダ大学連合

日本研究センター（1 名）で、計5 名を派遣した。 

⒟  ボランティアファンド学生チャレンジ賞 

「明学生」「ボランティア」「地域貢献」をキーワードに「明学生のボランティアによるキャンパスのある身近な

地域での地域貢献活動」をテーマとして企画募集をおこなった。2008 年度は 14 企画の応募があり、5 企画

を採用（このほか受賞には至らなかったが期待賞およびオーディエンス賞を各1 企画ずつ採用）。奨励金を

支給するとともに、企画の実現や中間報告会の実施に向けて支援を行った。ボランティアファンドとして大学

ロゴマークを使用した「明学グッズ」の価格の10％をファンドとして積立てている。（2008 年度は 855,516 円） 

⒠  地域との連携による活動 

白金では、協働パートナーである白金学生スタッフらとともに6 つのプロジェクトを実施。そのうち 3 つ

（「白金志田町倶楽部明治学院大学学生チーム」「さくら川地域連携プロジェクト」「パールビーズの
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森プロジェクト」）については地域・学生・ボランティアセンターによる協働プロジェクトとして活

動を展開した。横浜では地域との交流を目的とした小田急分譲地内での高齢者へのデイサービスや

公園清掃活動、戸塚駅周辺での地域活性化のための活動に取り組んだ。 

⒡ 聴覚障害学生支援 

専門の非常勤コーディネーターを採用し、授業におけるコーディネートのほかノートテイカー養

成講座を実施した（受講者数は 45 名）。また、今年度よりパソコンノートテイカー養成講座を実施

（受講者数は 10 名）し、秋学期から 3名の学生が実際の授業でパソコンノートテイクを行った。 

⒢  学生のボランティア参加に関する調査 

新入生のボランティア意識や活動への希望を調査するためのアンケートを実施した。アンケートには 

2,653 名の学生が協力した。 

⒣  第 8 回「ソニーマーケティング学生ボランティアファンド」の事務局を担当した。   

  ⑤ 国際交流の充実  

 国際交流という機会は、「世界」という他者に目を向けることである。学生が世界とのつながり、国 

際交流の中で自己実現していく機会の提供・支援を行ってきた。 

⒜ UC プログラム ⇒交換留学生受入プログラム（横浜） 

カリフォルニア大学（米国）から春・秋のそれぞれの学期に 25名の交換留学生を受け入れ、英語 

による平和研究の授業が本学学生も交えて行われている。また、京都・広島へのフィールドトリップ

も含まれ、カリフォルニア大学（8キャンパス）学生から好評を得たプログラムとなっている。 

⒝ ISP (International Student Program）⇒交換留学生受入プログラム（白金） 

        各国の協定校（※）から、春・秋のそれぞれの学期に 25～6名の交換留学生を受け入れる 

International Student Program （ISP）があり、日本語、日本の文化、政治、経済等について本学

学生も交えた交流が行われている。年々増加する ISP 学生を収容するために 38 名収容可能な留学生

宿舎を新たに設置した（従来は 2棟が分散していた）。 

⒞ Hope May Term Program⇒短期留学生受入プログラム（白金） 

   ホープカレッジから 5 月に 15 名の学生が 1カ月短期留学し、本学教員等から日本の文化・経済・

歴史の授業を受け、本学学生との交流を通して日本理解の機会となっている。 

⒟ 正規留学生 ⇒学位取得を目指す留学生受入 

正規留学生も 2008 年度 145 人（前年比 15 人増）と年々増加していて、日本人学生との交流も活

発に行われている。 

⒠ 本学学生の海外派遣 

      世界 14カ国、25校の海外協定校へ、活発な派遣・交換留学を実施。年間 180名以上の学生を派 

遣している。また新たに英国の３大学と協定を締結。更なる派遣学生の増加を目指して学内 TOEFL

システム（講座開催、受験会場の本学提供等）の一本化をはかり、学生の利便性を高めた。 

⒡ 明治学院大学キャンパスにいながらにしての国際交流 

      交換留学生、正規留学生を本学生がサポートするバディ制度があり、活発な交流が行われている。 

（※）ISP 協定校 [北米]ホープカレッジ、ロチェスター大、ワシントンカレッジ、テキサス州立大、サイモ

ンフレーザー大 [ヨーロッパ]マンチェスター大、オックスフォード・ブルックス大、アルスター大、

イーストアングリア大、ハンブルク大、マーストリヒト大、リモージュ大、エクス政治学院、コミーリ

ャス大 [オセアニア]モナッシュ大、ヴィクトリア大 ［アジア］延世大、崇實大、ソウル市立大、北

京大、東呉大、タマサート大、フィリピン大   

  ⑥ キャリアサポート体制の強化  

    ⒜ 学生のキャリアデザインを総合的に支援 

学生の社会人としての人格形成を第一の目標に掲げ、その実現のため学年ごとにきめ細かなキャ

リア形成支援・就職支援を行った。1･2 年生には、早い段階からのキャリア形成意識の喚起を図る

ためのキャリア形成講座を実施した。3 年生には、まず 6 月に実施する就職セミナーで夏休み活用

法・就職活動の流れ等を説明し、9月以降により実践的な就職ガイダンス（二回）、先輩社会人等に

よる特別講座「職学校」、就職マナー講座、マスコミ就職講座など、希望職種の絞込みや、具体的な

就職活動の方法などを理解できるような多種多様な講座（延べ 350 回）や企業説明会を実施した。

ＯＢ・ＯＧ交流会（11 月）や、4 年生内定者を囲む会などを実施して、多角的・包括的な就職支援

プログラムを提供した。同時に、個別就職相談・模擬面接・エントリーシート添削指導などの個別

対応の更なる強化と充実を図った。 

   ⒝ ヘボンキャリア・プロジェクトの実施 

      放送・メディア・エアライン・ホテル等の難関就職先にチャレンジする学生を支援するため、2008

年度は課外講座として全学の 2 年生を対象に「放送メディアコース」を実施し、114 名の参加者が

あり、79 名が修了した。さらに修了者対象の特別プログラムを 2月と 3月行い 20名参加した。 
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⒞ 大学院生と留学生、および教員・公務員への支援についての強化 

学生支援の取組みの成果として、本学ではキャリアセンターを利用する学生が年々増加している。

繁忙期には１日 200名を超し、全員で相談にあたり、それに伴う明らかな成果が出ている。 

求人件数 
2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度 

7,689 件 8,352 件 8,781 件 7,629 件 

 

入社実績上位 10 社                     （2009 年 3 月 31 日現在） 

 企業名 男 女 合計 

1 みずほフィナンシャルグループ 9 70 79 

2 三井住友フィナンシャルグループ 15 20 35 

3 三菱ＵＦＪフィナンシャルグループ 6 22 28 

4 日本郵政グループ 4 15 19 

5 日本生命保険 4 13 17 

6 JTB トラベランド 1 10 11 

7 損害保険ジャパン 0 10 10 

7 三井住友海上火災保険 0 10 10 

7 明治安田生命保険 3 7 10 

 10 横浜銀行 2 7 9 

⑦ 資格取得サポート体制の強化  

  国家試験対策室および資格取得支援講座等の連携を強めると共に、公務員・教員試験については、キ

ャリアセンター独自の対策講座および模擬試験を充実させた。ＰＣ操作に関する諸資格の取得にも注力

し、資格試験対策に併行してＳＰＩやＷｅｂテストおよび筆記試験対策講座も増設した。 

      諸資格（社会福祉士、精神保健福祉士、博物館学芸員、社会教育主事、社会福祉主事、児童福祉司等）

の取得、および国家試験（公務員試験、司法試験、行政書士試験、公認会計士試験、税理士試験等）受

験のための課外講座や、語学関係（ＴＯＥＩＣ，ＴＯＥＦＬ等）の資格支援講座の充実と強化を図った。 

⑧ 高大連携の充実  

法学部・社会学部・国際学部で実施している高校（明治学院、田園調布、舞岡、横浜桜陽、氷取沢）

と大学との連携について、継続実施した。 

また、捜真女学校高等学部、玉川聖学院高等部、横浜英和女学院中学高等学校の 3 校と教育連携に

関する協定を締結し、2008 年 12 月に調印式を行った。協定校は建学の精神を同じくするキリスト教

学校教育同盟加盟校であり、これまで本学が多くの卒業生を受け入れていることから、2009年 4 月よ

り連携事業を推進する。 

  ⑨ 横浜キャンパスにおける教育環境の整備  

⒜ 図書館のアスベストの撤去工事が完了し、これでアスベストの基準を超える建設資材を使用してい

る施設はなくなった。 

⒝ 教員ラウンジを整備し、授業準備等の作業環境にも配慮したラウンジとなった。 

⒞ 老朽化した外部まわりの施設（照明・舗装・体育施設・外壁等）の計画的整備を行った。 

⒟ 空調化整備を計画的に進めてきており、2008 年度は１号館低層部の空調化を行った。 

⑩ ブランディング・プロジェクトの推進 
新学長の就任にあたり、2008 年度の冒頭に学長室企画課の主導で（社）日本広報協会による外部評価、

「ブランディング・プロジェクト効果測定」が実施された。その結果を踏まえ、「ブランディング・プロ

ジェクト」活動は、従来のグラフィックデザインによるビジュアル・アイデンティティーを越えて、よ

り広範な大学の諸活動内容を具体的に伝えてゆくコミュニケーション活動として展開されることになっ

た。 

⑪ 校友センター設置にともなう校友サポートシステムの構築 

  校友会ならびにその事務を取扱う校友センターとして 2006年 4 月に創設された。大学校友会は卒業

生の全員が校友会員であり、明治学院大学の存在感をより強く、社会に示していくことを目的として

いる。 

⒜ 2008 年度は「各地校友会」を 21か所で開催した（ 2007 年度は 22か所）。 

  東京・神奈川・千葉・埼玉を除いた 43 か所の道府県において、「大学校友会」の設立趣旨説明と各地

に存在する卒業生と懇親の場をもった。各県での「校友会」開催の意義は大学の現況報告・中長期に

わたる方針・政策などを発信していくことにある。 

   ⒝ 学内生協店舗で販売しているボランティアファンド支援グッズを 2007 年 10 月末、インターネット

通信でも購入できるようにした。取扱いは（株）明治学院サービスが主体となって行っている。 
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⒞ 「校友の集い」は年に 1回、卒後 0 年・10年・20 年・30 年・40 年・50 年・60 年の卒業生を招待し

ている。2008年は 10月 25 日（土）、創立記念式典終了後に行い、式典関係者を含め約 450名が参加

した。 

   ⒟ 2008 年 3月に校友会報誌「Do for Others」を創刊した。3月と 9月、年に 2回発行する。卒業生に

は授与式会場において校友会からの「卒業記念品」「校友会員ＩＤ」と共に配布する。有名人だけでな

く、それぞれのフィールドで活躍している卒業生、校友団体の紹介、教員が解説する時事的な問題な

どを特集している。 

⑫ 学生の課外活動への支援 

⒜ 明学スポーツを強くするプロジェクト（通称:スポーツプロジェクト）への支援 

      2005 年度より開始した同プロジェクトは指導者を招聘して、スポーツクラブの活性化、強化によ

りクラブそのものをハイレベルにすることと併せて、一般学生の応援、一体化、愛校心の高揚などの

目的を掲げている。プロジェクトは今年度で第 2 期の一年目(通算 4年目)を迎えた。 

プロジェクト 5団体の活動状況 

・野球部（招聘者：森山正義監督）⇒2007 年秋には首都大学野球リーグ第 2 部で優勝し 1 部との入

替戦で勝ったため 2008 年度春は 1 部リーグへ復帰した。しかし秋季リーグ（2 部）では優勝した

が、入替戦で敗退し 2 部に残留となった。 

    ・バトントワラー部（招聘者：高橋範子ヘッドコーチ）⇒関東大会で 13 位（前年 15 位）、全国大会

で 18 位（前年 20 位）に順位を上げることができた。 

    ・アメリカンフットボール部（招聘者：山本均監督）⇒関東学生アメリカンフットボール連盟に所属

し、2008 年度は 2部に昇格しＡブロック 8位になった。 

    ・ラグビー部（招聘者：土佐忠麿ヘッドコーチ）⇒関東学生リーグ対抗戦Ｂグループに所属。2008

年度は 3位（前年 6位）に順位を上げることができた。 

    ・サッカー部（招聘者：藤代伸世テクニカルアドバイザー⇒東京都大学サッカー連盟に所属。2008

年度は 1部リーグにおいて 9位となり、2部に降格した。 

なお 2008 年度末には、2009 年度（第 2期 2年目）のスポーツプロジェクトの選定審査を行い、新

たに 3クラブ（ラクロス部女子・陸上競技部・アイスホッケー部門）を審査会議で認定した。 

   ⒝ 横浜校舎ヘボンフィールド 

      新装になったヘボンフィールドは使い勝手の良さから多くのクラブの練習や試合の場として活用さ

れている。 

   ⒞ 施設利用の改善およびサービス 

     夏の施設貸出における冷房問題や日曜・祝日の教室利用、利用時間の延長、トレーニングセンター

のプロトレーナーの配備導入、戸塚グラウンドの整備案など、サービスと安全を柱に種々の企画案を

策定した。本年度に着手完了したもの、また次年度以降に持ち越すことなどあるが学生へのサービス

と安全は今後も学生部のメインとして改善を図る。 

⒟ 奨学金関係 

     深刻な経済不況への対応として、2008 年度秋に緊急奨学金給付の実施があった。結果としては、募

集期間の短さや目的限定もあり 6名の採用に止まったが、本学の方針を国内に知らしめることができ

たこと、また仮に尐人数であったにせよ学業の継続、家計への援助が出来たことは、大学の姿勢が次

に繋がるべきものと期待されている。 

⑬ 学外機関との連携推進 

芝浦工業大学との交流連携 

2009 年度より、新設となる芝浦工業大学デザイン工学部の非常勤講師（法学関係・英語関係）の推

薦希望があり、文学部・法学部・教養教育センターでの授業実績のある専任 1 名・非常勤講師 10 名の

派遣が決定した。 

また、2009 年度より本学法学部・芝浦工業大学デザイン工学部間において、単位互換制度が導入され

ることになり、規定等の整備を実施した（開放科目には、教養教育センター開講科目が含まれる）。な

お、大学職員合同研修も継続実施された。 

港区との連携推進  

⒜ 都市部の地域コミュニティにおいて核となって活躍する地域リーダーを養成することを目的と

して地元港区から委託された「チャレンジコミュニティ大学」は、2008 年度も１年間の課程を

終えて第二期修了生を地域社会に送り出した。施設見学を含む社会福祉分野に重点に置いたカリ

キュラムなど年間約 70コマで構成されたプログラムは充実しており、2007 年度修了生を会員と

して構成される「チャレンジコミュニティ・クラブ（CCクラブ）」も立ち上がり、港区および本

学の支援を受けながら様々な活発な活動をおこなった。2009 年度も第二期修了生がこれに加わ
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ることにより、さらなる活躍が期待される。行政からも大いに注目されている社会貢献の取り組

み具体例となっている。 

⒝  港区の公立学校教諭を対象とする「港区教員研修大学講座」は、港区教育委員会との連携によ

り 2006 年度から行っているものであり、2008 年度も心理学部の協力を得て夏季期間の２日間に

わたって実施され、学校カウンセリングに関する専門分野を担当した。 
⒞ 港区との連携による公開講座を開設し、春学期は「法改正と市民生活」、秋学期には「ノーベル賞

と現代経済」をテーマに講座が開かれた。 

また港区高輪総合支所との連携により、港区在住者を対象とした「無料法律相談会」を白金祭

時に、２月には「法律講演会」を実施した。これは本学法学部教員・学生・卒業生で組織する「白

金法学会」に属し法律実務に就いている卒業生でつくる「白金士業倶楽部」の全面的な協力のも

とに行われるものであり、連携協力の実をあげることができた。 

⒟ （財）港区スポーツふれあい文化健康財団（Kiss ポート財団）との協働連携により従来から実

施されている「港区民大学講座」や、法学部法律学科においては地域貢献策の一環として港区在

住・在勤者を対象として無料で公開されている「成年後見人制度講座」や消費生活相談業務に就

いている社会人を対象とした消費者法関連講座の講座などが開講された。 

社会学部付属研究所が子育て支援を通じた地域づくりである「港区地域こぞって子育て懇談

会」も引き続き継続されている。 

2005 年度から 3年間にわたった文部科学省の現代 GPに採択された社会学部の「都市部におけ

る地域社会の活性化への取組（共生社会実現への教育支援と障がい者雇用）」プログラムも、2008

年度には社会学部の教育プロジェクトとして引き続き行われており、このうち「ジョブサポー

ター養成講座」には、チャレンジコミュニティ大学の修了生や受講生が加わるなど、地域・行

政との協働の取り組みとして着実に発展している。 

⒠ 地球環境保全への取り組みである「みなと環境にやさしい事業者会議（mecc）」の活動への参加

も 3年を経て、環境行政に寄与している。 
小諸市との連携推進 

2006 年度に締結された包括連携協定に基づき、次のような具体的協働連携事業が定着している。 

⒜ 宗教部主催の学生参加による「小諸学舎」でのワークキャンプ実施  

⒝ 「藤村忌」への大学関係者の参加 

⒞ 大学祭への小諸市観光物産紹介参加 

⒟ 小諸市小学生の大学クリスマス点灯式参加 

⒠ 条例制定に向けた市民対象の講演会およびワークショップへの講師派遣 

⒡ 小諸市が従来から独自に進めている「小諸市民大学」への講師派遣 

⒢ 「明治学院小諸大学」 

2008 年度は行政課題支援の取り組みとして、心理学部の協力を得て 8 月の 2 日間にわたって小

諸市で「地域子どもサポーター養成講座」を実施した。当該プログラムは、小諸市の民生児童委

員、補導委員会、教育委員会、学校関係者を受講対象として、子ども家庭の『こころ』を学び、

家庭や地域の相談力・支援力を高めることを目的として開講されたものであり、受講者や行政か

ら高い評価を得た。 
横浜校舎における連携推進 

 2008 年度は、次のような地域連携・貢献活動を展開した。 

⒜ 公開講座   春学期：「アフリカの森と人々」国際学部付属研究所 

         秋学期：「食と文化」教養教育センター 

 公開セミナー 秋学期：「政治思想の現在」国際学部付属研究所 

⒝ 地域・学生・教職員が協働で創る第 11回「戸塚まつり」 

⒞ 戸塚図書館 30周年記念事業への協力 

⒟ 2009 年度「横浜市シティフォーラム」の本学開催誘致（テーマは「環境」） 

⒠ 戸塚区との環境対策推進に向けた協働の取り組みに着手 

⒡ 戸塚駅前区画整理事業の一環としての街づくりへの支援策を検討 

⒢ 教養教育センター教育 PJ「ヘボン未来塾」立上げ支援 

⒣ 横浜 FCとの協働連携事業の企画に着手 
中津川市との連携推進 

 島崎藤村との縁がある中津川市への表敬訪問と白金祭への同市観光物産紹介参加実施 
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⑭ 大学女子学生専用アパート 

   2008 年 2 月に JR 横浜線東神奈川駅前に 136室の「セベレンス館」を開設し、女子学生の安全・快適な 

環境を整えたところ、2008 年度には延べ 175 名の利用者があった。 

⑮ 高輪校地の利用計画 

 法科大学院、および心理臨床センターと大学院心理学専攻に用いる新校舎の建築を進め、2009 年３月 

に工事が完了。正式に「明治学院大学 高輪校舎」と命名し、4月からの授業開始に備えた。 

⑯ 図書館サービスの充実  

⒜ 図書蔵書数は約 114 万冊となり、洋雑誌 7,959 誌、和雑誌 4450 誌、電子ジャーナル接続は 17,664

誌となり、データベース検索からの直接リンクもリンクリゾルバーにより確保した。 

⒝ 論文執筆のため Web 検索結果を書誌やリンクで記録し保存する RefWorks サービスは 2 年目となり、

電子学術情報利用の環境は同規模私立大学ではトップに立っている。 

⒞ 横浜校舎の開館時間を授業の平日を 20:00・土曜日を 18:00 まで延長し、加えて試験期の１月と７月は

日曜開館を 12:30 より 18:00 まで新しく行った。 

⒟ ゼミや授業時間内での授業科目連携で白金 37コマ 491 名、横浜 49 コマ 1,353 名、学科目連携で経

済学部「インターンシップ」で 4 コマ、社会福祉学科「基礎演習」で実習を 8 コマ、授業内容やカリ

キュラムに基づき図書館検索実習を行った。単独では 26 回の学生検索ガイダンス、大学院生向けは 3

コマを行った。 

⒠ 読書運動として、国際学部高原ゼミ生による「原爆展」（写真展）を開催し関連書籍および資料の検

索方法を展示し、白金通信の 11 月記事「私の本棚」との連動企画展示を両キャンパスで行った。 

⒡ 学術情報オープンサミット 2008 に参加し、39 機関中ポスターセッションにおいて「横浜とヘボン

博士」で第 1 位入賞、「『和英語林集成』デジタルアーカイブス」で 6位となった。 

⒢ 所蔵する日本有数の「幕末・明治英学辞書コレクション」にさらに約 15点を追加所蔵し、聖書翻訳

資料も約 20点所蔵し聖書翻訳デジタルアーカイブの基礎資料とした。また小川政亮文庫は社会福祉訴

訟の部の整理を達成した。デジタルアーカイブスはシャルルヴォア『日本誌』を公開した。 

 ⒣ 博物館・美術館との提携は、東京都写真美術館「シュルレアリスムと写真」展に貴重書 40 冊展示、

神奈川県立近代文学館「堀田善衛展」に蔵書 20冊展示、千代田図書館「実務家の本棚から見る近代日

本」ではデジタルアーカイブス「シャルルヴォア『日本誌』」、神戸文学館「賀川豊彦と文学」に原稿

など２点の展示を行った。 

⒤ 国際化する図書館サービスの提供を目指しての研修は、私立大学図書館協会の海外集合研修に応募

し、選考を経て韓国の延世・梨花女子などの大学図書館へ 12 月に職員 1名を 1週間派遣研修した。 

    ⒥ 学術機関リポジトリは、図書委員会での討論と学部長会の承認を経て、2009 年度よりデータ蓄積、 

2010 年度開始へと準備を進めた。 

⑰  広報活動の充実 
⒜ 大学ウェブサイト 

閲覧者にとっての使いやすさ向上のための作業を継続した結果、日経 BP コンサルティング（株）が

全国 200 大学を対象に行なった「全国大学サイト・ユーザビリティ－調査」では、2007 年度に引き続

き、本年度も私立大学 1 位（国公立を含めて第 2 位）となった。 

ニュースの掲載にあたっては話題の取り合わせに留意し、大学の姿をバランス良く伝えた。また、卒

業式の動画ライブ配信などの試みも行なった。 

⒝ 対外広報 

広報室ニューズレター「広報通信」とプレスリリース、明治学院大学関連掲載記事を携えて学部、研

究室などを直接訪問・ヒアリングすることにより、学内情報をあらかじめ収集するシステムが確立した。   

プレスリリースの配布システムも確立し、その結果取材件数および記事化率も向上した。東急全線で

開始した車内広告を 12 月より京浜急行にも拡大し、大学の動向に対する社会的な注目率を高めている 

⒞ 学内広報 

季刊誌『白金通信』（年間 5 回発行）も創刊から 2 年が経過し、形式・内容・評価とも定着してきた。

特集もますます多岐に渡り、学内の諸相を深く伝えている。学生の視点も尊重し、学生編集委員に定

期的にページを開放している。特集によっては当該学部の PR 用に増刷を求められることもあり、学

内コミュニケーション・ツールとしての信頼が高まっている。 

⒟ 入試広報 

オープン・キャンパスは、告知方法、運営手法とも新しい方法が定着し、円滑に行われるようにな

った。あわせて学部学科の独自企画も増え、プログラムの多様性も増して、受験生に対するアピール

力、コミュニケーション力が高まった。学生企画による”Campus Night”や従来の回答用紙方式で

はない携帯電話によるアンケートも試みた。地方での進学相談会についても、学生部、校友センター

と共に新手法を検討している。 
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⑱ GP・教育プロジェクト支援制度  

優れた教育効果が期待できるもの、あるいは文部科学省 GP の助成期間を満了し、それ以降も継続する取

組に対する学内助成（教育プロジェクト支援制度）を実施した。 

GP 満了後の取組は「共生社会実現に向けた教育プロジェクト」（社会学部・社会学研究科）、「社会参画

体験を通し学びと自覚を深める」（ボランティアセンター）の 2 件であり、それ以外に、英語教育の強化、

コンプライアンスや消費者保護に関わる知識の修得、初年次教育の充実を目指す取組（4 件）に対して助

成を行った。 

また、2008 年度は「心理支援論：心理学教育の新スタンダード」（心理学部）が文部科学省「質の高い

大学教育推進プログラム(教育 GP)」に選定された。この取組は心理学を学ぶ学生を対象に、グループ学習

などによって心理支援に関する実際と理論の習得を図る内容であり、2007 年度に教育プロジェクト支援制

度の助成を受け、その実績を踏まえて GP 選定に至ったものである。 

⑲ 大学入学試験志願者数  

    2009 年度大学入学試験の志願者 

 2006 年度 2007 年度 2008 年度 2009 年度 

一般入学試験 17,580 19,209 18,368 16,686 

大学入試センター試験利用入試 10,068 11,861 10,870 10,717 

特別入試（指定校、自己推薦等）  1,959  1,748  1,606  1,621 

合  計 29,607 32,818 30,844 29,024 

（出典：明治学院広報） 

本学の入学試験制度は、他大学に比べ、｢全ての学科において、同じ教科数で、2月に 3回の出願が可能

（一般・センター）｣という、受験生にとって非常にわかりやすいシンプルな仕組みを持っている。2009年

度はこのわかりやすさを継続し、各制度の趣旨の違いを十分理解した上で受験してもらうための広報に重点

を置いた。 

⑳  危機管理体制づくり（学生および教職員の身辺に危機を及ぼす事態を未然に防ぐための対策） 

⒜ 防災訓練 

地震が発生して全ての交通機関がストップしたという想定で、9月に白金校舎および横浜校舎におい

て緊急帰宅訓練を実施した。また横浜校舎では、戸塚消防署の指導による消防訓練を行った。 

 ⒝ 新型インフルエンザ対策 

健康支援センターの呼びかけで、2009 年 2 月に「第 1 回新型インフルエンザ対策会議」が開かれ、

文部科学省の定める対策の行動計画および学生に対する指導方法について学習を行った。 

   ⒞ 大麻問題 

     学生団体のリーダーズキャンプにおいての厳重な注意等、学生部を通じて大麻に手を出さないよう常

に学生に注意を呼び掛けている。これにより本学学生が大麻問題を起こすことを防止している。 

   ⒟ 警備体制 

総務部長を責任者とする警備体制を強化し、総務部長は大学事務局長と随時連絡を取りながら、警備

員の指揮に当たってきた。2008 年度には、大学部署間の相互協力と連携により不測の事態を防ぐこと

ができるよう様々な予防策を施した。 

 


